
市町村財政比較分析表(平成17年度普通会計決算)
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人件費・物件費等の適正度

人口1人当たり人件費・物件費等決算額 [146,115円]
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※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし
　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。
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類似団体平均

上郡町
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄
◆財政力指数：人口の減少や長引く景気低迷、産業基盤が脆弱なことなどにより財政基盤が弱く、類似団体平均値よりも悪い数値となっ
ている。緊急に必要な事業と不用不急の事業とを峻別し投資的経費を抑制するほか、定員管理・給与の適正化、指定管理者制度の導入
をはじめとする民間活力導入の推進、徴収専門員の設置・管理職の徴収チーム運用などによる町税徴収強化により財政基盤の強化を図
る。

◆経常収支比率：人件費及び物件費（賃金、需用費・委託料等）の削減等の取組みにより前年度比1.5％減少しているが、国民健康保険・
下水道事業会計に対する繰出金が多いことなどにより、91％と類似団体平均よりも悪く、依然財政構造の硬直化が続いている。引き続
き、施設の統廃合、給与の適正化、退職者の不補充により歳出の抑制を図ると共に、使用料等の見直しなど歳入確保を図るなど、行財政
改革を推進し、義務的経費の削減に努める。

◆ラスパイレス指数：年功的な給与体系の見直しが遅れ、類似団体平均値よりも0.9ポイント高い数値となっている。給与表を見直し、職
務・職責に応じた構造への転換を図り、また、特殊勤務手当の見直しを行うなど、職員給与の適正化を進め、類似団体の水準を目標に低
下させる。

◆実質公債費比率：大型事業（区画整理事業・公営住宅建設事業等）に係る公債費に加え、下水道事業等公営企業会計に対する繰

出金等が多額のため、実質公債費比率は14.3％と類似団体平均値よりも1.7ポイント悪い結果となっている。下水道供用開始等大型事業の
終息により平成21年度をﾋﾟｰｸに減少が見込まれる。今後も、投資的事業の見直し、抑制を行い新規地方債発行の抑制に努める。

◆人口１人当たり地方債現在高：大型事業（区画整理事業・公営住宅建設事業等）に係る町債発行により、地方債現在高は増加傾向にあり
１人当たり残高も類似団体と比較して約1.5倍も多くなっている。投資的事業については緊急性・必要性を吟味し、優先度を考慮して、必要最
小限に抑制し、地方債の新規発行を抑制することで、地方債残高の減少を図る。

◆人口1,000人当たり職員数：全国市町村平均よりも多いものの、ほぼ類似団体平均値と同水準で推移している。定員適正化計画におい
て、職員数を平成22年度には、対17年度比で13.5%（26人）の削減することとしており、当該方針を堅持し適正な定員管理に努める。

◆人口１人当たり人件費・物件費等決算額：類似団体平均を上回っているのは、主に施設が多いことなどにより賃金や委託料等の物件費の
多いことが要因となっている。本町行財政改革行動計画に基づき、職員定数の見直し、正規外職員の適正な配置、各種施設の統廃合、指
定管理者制度の導入と民間委託の見直し等々を進めるなど、行財政改革により賃金等の抑制を図る。


